
No.

3  事業所管

１ 事業名

２ 事業期間 ～
［３ 事業実施に至る経過・背景など］ 

［４事業概要］ 

（１）国のＧＩＧＡ（Global and Innovation Gateway for All）スクール構想を受け、本市で

 は、令和２年度末までに小・中・小中・総合支援学校の児童生徒１人１台の端末導入や大型

 提示装置、Ｗｅｂカメラ等のＩＣＴ機器の配備と、それらに対応した高速大容量ネットワーク

 環境の整備が全校で完了した。

（２）児童生徒1人1台端末の導入に伴い、学習環境が大きく変化する中、「個別最適な学び」と

 「協働的な学び」の一体的な充実に向け、新たな教育コンテンツを効果的に活用し、教育の質

 の向上を図ることは、本市教育にとって喫緊の課題であった。

（３）教員一人一人のICTに係る指導力向上や授業改善、インターネット回線の高速・大容量化

 等に対応した環境整備の増強やサポート体制の強化など、本構想の着実な実施に向けた取組の

 一層の実施が必要とされた。

（４）本構想を契機に、学校のICT環境整備の加速化とその効果的な活用を促進する施策を展開

 することで、子どもたちの学びのより一層の充実を図るとともに、これまで本市が工夫改善を

 重ねてきた教育実践と新たなICT教育環境の融合を進め、全ての子どもの学力や情報活用能力

 をはじめとする資質能力の向上に資するICTを活用した教育実践の充実を図る。

（１）１人１台端末の本格活用元年と位置付け、取組の目安となる時期に応じたステップを示し

 て全校で取組を進めた令和３年度を経て、令和4年度を１人１台端末をより日常的・主体的に

 活用する「ＧＩＧＡスクール充実期」と位置づけ、授業支援ソフト等の活用による意見交流や

 協働学習を通した授業改善、デジタルドリル等の活用による知識習得や学習習慣の定着を図っ

 ている。

（２）令和４年度からは端末の持ち帰りを全学年で可能とし、家庭学習においても各種ソフトを

 活用しながら、あらゆる場面でICTを活用した取組を推進し、学習活動の更なる充実や校務改

 善の推進に向けた取組を積極的に進めながら、本市教育の充実を図っている。

 ① 光京都ネットサポートデスク（GIGAスクール運営支援センター）の体制強化の維持

  【R3より継続】

  ※同センターはヘルプデスクとして学校からのICT全般について質問を受け付ける

   ワンストップ窓口として設置している。

 ② ICT支援員の配置【R3より継続】

  ※ICT機器の操作や校内研修などICT活用に係る日常的な支援業務を行う

   ICT支援員を全校へ配置している。

 ③ 継続的に必要となる環境整備【R3より継続】

  ※児童生徒が安全・安心にインターネットを利用するため のフィルタリング対策、

       学校内のインターネット回線の高速・大容量化に伴う回線の増強・分散化の維持費等

 ④ 学習支援ソフト等の導入【R3より継続】

  ※授業支援ソフト、デジタルドリル、採点補助ソフトの導入
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3 事業名

［５ 令和３年度及び令和４年度の取組実績及び効果］ （別添：参考資料）

ＧＩＧＡスクール構想の推進

（１）令和３年度の取組実績及び効果

 １人１台端末の「本格活用元年」と位置付け、本市の取組指針としてロードマップ（３つのス

テップ（活用準備期➡活用推進期➡本格活用期））を学校に示し、基本的な操作の習得や授業支援

ソフト等の活用など、学習場面での展開を段階的に進めた。あわせて、ICT活用に係る学校向けのサ

ポート体制を構築し、緊急時における学習保障のためのオンライン授業等の環境を整備するととも

に、不登校児童生徒への支援や、障害のある児童生徒への個々に応じた対応など、ICTを活用した効

果的な教育実践の充実を図った。

  ①実践例

 「活用準備期」：端末へのログイン、文字入力体験など

 「活用推進期」：調べ学習や協働学習での端末活用、デジタルドリルの活用など

 「本格活用期」：レポート作成、家庭学習での活用（端末の持ち帰り）など

 ②取組の効果

  ア 令和4年度全国学力・学習状況調査 児童生徒質問紙調査より

   令和3年度に授業でICT機器をほぼ毎日使用した児童生徒の割合

    小学校：京都市 32.4% 全国平均 26.7%

    中学校：京都市 29.6% 全国平均 21.6%

  イ 令和３年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査より

   ・遠隔教育の実施状況(全校種) 京都市76.1％  全国平均71.6％

   ・教員のICT活用指導力の状況(全校種)

   （授業を担当している教員の自己評価で「できる」「ややできる」と回答した教員）

    教材研究・指導の準備・評価・校務などにICTを活用する能力 京都市93.8％ 全国平均87.5％

    授業にICTを活用して指導する能力  京都市85.8％  全国平均75.3％

    児童生徒のICT活用を指導する能力  京都市87.1％  全国平均77.3％

    情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力  京都市93.6％  全国平均86.0％

    ※京都市の数字は都道府県別の順位に当てはめると、上記すべての項目で第３位に相当する。

（２）令和4年度の取組実績及び効果

 ①１人１台端末を授業や家庭学習の様々な場面で日常的・主体的に活用する「ＧＩＧＡスクー

  ル充実期」と位置づけ、授業での意見交流・課題発表に活用できる「授業支援ソフト」や、

  子どもが自らの習熟度に応じた問題を解きながら、自分自身で目標やペースを決めて学習を調

  整しながら取り組む「デジタルドリル」などの各種ソフトの活用を進めるとともに、全学年で

  の端末の持ち帰りを可能とし、家庭学習での活用も進めている。

 ②こうした活用を通して、これまでの教育実践と１人１台端末の活用を効果的に融合することで

  、児童生徒の興味関心や習熟度に応じた「個別最適な学び」と、児童生徒が積極的に自分の意

  見を発表し他人と交流する「協働的な学び」の一体的な充実を図っている。

 ③また、障害のある児童生徒への、「文字の拡大機能」や「音声読み上げ機能」の活用など個々

  の障害の状況を踏まえたよりきめ細かな支援や、不登校や別室登校の児童生徒のオンラインで

  の授業等への参加など、それぞれの状況に応じた誰一人取り残さない学習保障の取組にICTを最

  大限活用している。
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3 事業名

６ 予算及び決算 （千円）

R4予算-R3決算

事業費 2,147,536 事業費 2,146,982 事業費 726,605 -1,420,377

【財源内訳】 【財源内訳】 【財源内訳】

特定財源 2,093,387 特定財源 2,126,362 特定財源 701,153 -1,425,209
補助金 7,000 補助金 34,931 補助金 67,000

臨時交付金 2,086,387 臨時交付金 2,091,431 臨時交付金 580,753

保護者負担金 53,400

一般財源 54,149 一般財源 20,620 一般財源 25,452 4,832
【内訳】 【内訳】 【内訳】 ＜備考＞

端末の調達 1,101,000 端末の調達 1,097,721 サポート体制の構築 415,000
サポート体制の構築 390,000 サポート体制の構築 423,528 学習支援ソフト 63,030
学習支援ソフト 65,000 学習支援ソフト 44,392 248,575

591,536 581,341

［９ 役割分担評価］ 

公益性

必需性

政策性

行政専門性

ＧＩＧＡスクール構想の推進

公共性

□ より多くの市民に提供されるサービス（共同消費性）

■ 特定の個人または集団に提供されるサービス（個人消費性）

■ 日常生活に必要不可欠なサービス（必需）

□ 日常生活に必要不可欠でないサービス（選択）

令和３年度予算 令和３年度決算 令和４年度予算

※令和３年度予算

は補正増減・流用

等を含む（予算現

額）

※令和４年度予算

は当初予算

７ R3決算の不要理由

（10％以上）

８ R3決算とR4予算の

乖離理由

（±10%以上）

令和３年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響による臨時休

校等の緊急時において、より円滑な授業配信等を実現するとともに、授

業及び家庭学習において児童生徒１人１台端末をはじめとするＩＣＴ機

器の本格活用を開始するため、授業配信時に使用する教員用端末、

GIGA端末故障時等の対応に要する予備機等を調達するとともに、保護

者面談や外部講師との連絡調整など本市職員・児童生徒以外とのオンラ

イン会議を実施するために必要なライセンス契約を締結したが、令和４

年度にはそれらを活用することができるため予算を減額している。

通信回線増強など

の環境整備

通信環境増強など

の環境整備

通信回線増強など

の環境整備

実施主体

の妥当性

■ 政策的意思決定を必要とするサービス（政策的）

□ 経常業務の度合いが高いサービス（経常的）

■ 行政上の専門知識を必要とするサービス（行政専門性）

□ 行政上の専門知識を必要としないサービス（一般専門性）
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3 事業名

［11 方向性の考え方（事務事業評価を踏まえて記載）］ 

［12 参 考（他都市の状況・事業効果、考慮すべき特殊事情など）］ 
（１）GIGAスクール運営支援センター、ICT支援員等の学校への支援策については、すべての政令

 指定都市都市で実施している。

（２）国の「学校教育情報化推進計画」（現在策定中）を踏まえ、本市における令和５年度以降の

 ＧＩＧＡスクール構想や教育のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）に関わる取組をまと

 めた計画を令和４年度中に策定予定。

（１）GIGAスクール構想の充実に向けては、各校を巡回する「ＩＣＴ支援員」の配置や学校から

 の困りごとをワンストップで受け付ける「サポートデスク」の設置など、継続的な学校への支援

 が必要である。また、教育活動の充実に向けて、授業支援ソフト等の活用による意見交流や協働

 学習を通した授業改善、デジタルドリル等の活用による知識習得や学習習慣の定着を図るため、

 各種「学習支援ソフト」を継続して導入し、更なる効果的な活用に向けた取組を推進していく。

（２）日常の授業での活用だけではなく、「ICTによる学習の可能性の拡大は、子どもたちの人権

 保障の可能性の拡大である」との理念のもと、障害のある子どもや不登校の子どもへの学習支援

 にも大きな成果を得ていることを踏まえ、今後も国の予算を注視しつつ、事業の継続により、引

 き続きGIGAスクール構想を踏まえた学習活動の更なる質の向上に努め、誰一人取り残さず、１人

 １人の子どもを徹底的に大切にする京都市の教育理念の実現を目指す。

10 令和５年度の方向性 
充実（学習支援ソフト等の継続的な導入と更なる効果的な活用に向け

た取組により充実に努める）

ＧＩＧＡスクール構想の推進
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